
別記様式第６ 鑑定評価書（ 年地価調査）

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨
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①－２基準地が共通地点(代表標準地等と同一地点)
である場合の検討

　前年標準価格

　標準地番号 －

円／㎡

円／㎡　　　公示価格

②変動率 年間 半年間％ ％

③

価 変

格 動

形 状

成 況

要

因

の

一般的

要 因

地 域

要 因

個別的

要 因

店舗兼共同住宅 店舗、一般住宅等が混在
する路線商業地域

鶴川1.2 ㎞

特にない １２ｍ都道 鶴川駅西方1.2 ㎞

国内景気は概ね順調であるが、物価の上昇もあり消費支出は伸び悩ん
でいる。金利は上昇傾向にあるが、不動産市場は好調である。

特に地域要因の変動は認められないが、一般的要因の影響を受けて、
地価は緩やかな上昇基調で推移している。

個別的要因に変動はない。

特段の変動要因は見受けられないことから、当面現況を維持するものと予測する。

年 月 日

年 月 日

更地としての鑑定評価

１㎡当たりの価格

(４)鑑定評価日

(５)価格の種類

円／㎡[　　 　年1月]

鑑定評価額

(１)価格時点

(２)実地調査日

(３)鑑定評価の条件

円

年 月 日

円／㎡

正常価格

１ 基本的事項

(６)

路線価又は倍率

倍率種別

倍
路
線
価

(7)試算価格の調整・

　 額の決定の理由　　　
　 検証及び鑑定評価

(6)市場の特性

近隣地域は都道沿いの路線商業地域であり、店舗やアパート等も見受けられるが、地価に相応した賃料水準が形成され
ているとは言い難い面があり、収益価格は比準価格よりも低く求められた。収益性よりも市場性に着目した実需目的が
中心の地域であることから、市場の実勢を的確に反映した比準価格を標準とし、収益価格を比較考量して、同一地点の
代表標準地の変動率等も考慮して、鑑定評価額を上記の通り決定した。

同一需給圏の範囲は町田市内及び隣接する各市内の幹線道路、準幹線道路沿いの商業地域、商住混在地域である。中心
となる需要者は事業所用地として利用する企業、建売分譲等を行う地元不動産業者である。路線商業地域としての店舗
需要は弱さが見られるが、住宅需要は比較的底堅く、用途の多様性が認められることから地価は緩やかな上昇基調で推
移している。用途・規模等により価格水準には幅があるが、同様の物件で総額５０００万円前後である。

①－１対象基準地の検討
継続　　新規

代表標準地　　標準地

宅地-1

日提出年 月

町田(都) －5 10

開発法　　　　 開発法による価格 円／㎡

の適用

業者名

氏名

基準地番号 提出先 所属分科会名

令和 7

令和 7 7 1

令和 7 7 4

町田(都)　5 － 10 東京都 多摩第３ 不動産鑑定士 浅川　肇

浅川不動産鑑定コンサルティング

令和 7 6 27

令和 7 7 4

町田市大蔵町字大蔵２６５番１２ 288

1：1.5 Ｓ 3

北東12 m

都道

水道

準住居
(60,200)
準防
高度(2種最高31m)
（その他）

(70,200)

90 20 20 30 ３階建程度の店舗兼共同住宅地

14 20 280 長方形

準住居
(70,200)
高度(2種最高31m)

３階建程度の店舗兼共同住宅地 ない

185,000

111,000

／

／

令和 7 140,000

51,300,000 178,000
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173,000

町田 5 13
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100.0 100.0

100.0
178,000

0.0
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0.0

0.0

0.0

0.0

0.0
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0.0

0.0

□ □
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172,000

町田 5 13

173,000

+3.5 +2.9


